
霧島山の警戒区域への立入に関する要領（案） 

基本的な考え方について 

 

霧島山火山防災協議会事務局  

 

（１）本要領の適用対象地域について 

○ 本要領は、災害対策基本法（以下「法」という。）第６３条第１項（※１）の規定

に基づき、本火山防災協議会構成市町が霧島山における火山災害対策のために設定

する警戒区域に対して適用するもの。 

（※本要領はもともと霧島市からの要望を受けて新燃岳の立入基準として検討を開

始したものではあるが、現在の検討は事務局が担っており、また、他の火山につ

いても今後本要領に基づく許可の検討が必要となる事態が生じる可能がある。こ

のため、全構成市町の警戒区域を対象としている。） 

 

 （※１）→参考①『災害対策基本法抜粋』を参照 

 

（２）本要領の法律上の位置付けについて 

○ 本要領は、法第６３条第１項の「災害応急対策」に該当するものとして、法第５

０条第１項各号に規定されているもののうち、第９号の「前各号に掲げるもののほ

か、災害の発生の防御又は拡大の防止のための措置に関する事項」について、その

具体的な対象行為及び同号に基づいて立入を行う際の手続等について規定するも

の。（※２）。 

○ なお、鹿児島地方気象台が希望している観測機器の修繕については、内閣府防災

に確認したところ、第５０条第１項第１号又は第５号に該当するため、本要領によ

らず立入を行うことが可能。（※３） 

 

 （※２）→参考②『法第５０条第１項各号の規定に基づく立入の全体像』を参照 

 （※３）→参考③『立ち入り基準の作成にあたり内閣府防災へ確認した事項一覧』

を参照 

 

（３）実施結果報告について 

○ これまでにいただいた御意見を踏まえ、基本的には立ち入り後３０日以内に別紙

３の実施結果報告書を作成し、許可を受けたに提出すれば良いとしている。 

○ ただし、市町から追加の報告を求められた場合は、別途対応が生じる（要領第５

条第２項参照。）。 
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令和８年３月 日作成 

 

霧島山火山防災協議会 

 

 

霧島山の警戒区域への立入りに関する要領（案） 

 

（目的） 

第１ この要領は、活動火山対策特別措置法第３条の規定に基づき霧島山の火山災害警

戒地域に指定されている市町（以下「市町」という。）が、災害対策基本法（以下「法」

という。）第６３条第１項の規定に基づき霧島山に設定する警戒区域において、法第５

０条第１項第９号に掲げる災害応急対策としての警戒区域への立入許可を求める者に

対し、市町への許可申請及び警戒区域への立入り等の際に必要となる手続を規定する

ことにより、手続の円滑化及び立入りの際の安全確保等を図ることを目的とする。 

 

（許可申請の対象となる災害応急対策の種類） 

第２ 法第５０条第１項第９号の規定による許可の対象となる災害応急対策の種類は、

原則として次に掲げるものとする。 

 （１）別表１に掲げる研究機関等が行うもののうち、次のいずれかに該当する行為 

ア 観測機器の保守点検 

イ 火山防災、火山活動評価に資する調査・研究 

 （２）その他市町が必要と認めた作業等 

２ 前項の規定にかかわらず、立入許可の対象となる火山の噴火警戒レベルが３以上で

ある場合は、原則として立入りを認めないものとする。 

 

（許可申請） 

第３ 申請者は、実施計画書（別紙１）に必要事項を記入し、警戒区域を設定する市町

が定める立入許可申請書と合わせて、立入りを希望する日の原則３０日前（土日又は

祝日を除く。）までに、当該市町に対して申請しなければならない。ただし、災害対応

や天候の影響が見通せない等の理由により、３０日前までの申請を行うことが難しい

場合は、別途当該市町と協議を行うものとする。 

２ 前項の規定による申請があった場合は、市町は、申請の内容を審査し、その結果を

申請者に対して通知するものとする。 

 

（警戒区域への立入り） 

第４ 許可者は、警戒区域に立ち入る際は、霧島山の警戒区域への立入りに関するルー

ル（別紙２）に従って立入りを行なわなければならない。 

２ 許可者は、実施計画書に記載した作業予定日時を変更する場合は、許可を受けた市

町へ事前に連絡しなければならない。ただし、作業予定日時以外の項目に変更が生じ

る場合は、当該市町と協議の上、必要に応じて再度実施計画書を提出し、許可を受け

なければならない。 

 

（立入結果等の報告） 

第５ 許可者は、立入りを行った日から起算して３０日以内に、別紙３により立入りを



実施した結果を市町へ報告しなければならない。 

２ 許可者は、前項の報告について、別途市町から追加の報告を求められた場合は、必

要な対応を行うものとする。 

 

 

 

   附 則 

この要領は、令和８年４月１日から施行する。 

 



（別紙１） 
 

実施計画書 

 

                               令和  年  月  日 

             申請者（所属・氏名）                  
 
本実施計画の作業者は、別紙２｢霧島山の警戒区域への立入りに関するルール｣の内容に従って行
動します。 
 

作業予定場所 
※本計画書に作業予定場所を示した地図を添付して提出すること 

 

作業予定日時 
 

作業目的・ 

作業内容 

 

移動経路 

及び移動手段 

※本計画書に移動経路図を添付して提出すること 

※移動経路の起点及び終点（作業予定場所）については、緯度経度（又はＵＴＭ座 

標）を明記すること 

作業者 

氏名 性別 年齢 所属 

携帯電話番号 

（代表者１名の携帯メー

ルアドレス） 

（責任者） 

 

    

     

     

     

     

連絡方法 
 

 

その他・ 

特記事項 

 

申請者の所属長（原

則、旅行命令権者） 

役職：      氏名：       電話番号： 

□ 別紙２「霧島山の警戒区域への立入りに関するルール」を確認しました。 

□ 申請に当たっては、実施計画書に記載する所属長に対して実施計画書の内容を説明し、承認を 

得ています。 

 （該当する場合はチェックボックスに✔を記入） 

 



（別紙２） 
 

 

霧島山の警戒区域への立入りに関するルール 

 

霧島山の警戒区域への立入りに関するルールについて、以下のとおり定める。 

 

● 天候及び最新の火山活動状況に留意すること。警戒区域への立入りに際しては、事

前に気象庁ＨP にて最新の活動状況を確認すること。天候により山頂が視認できない

ときは、慎重に行動すること。 

 

● 警戒区域へ立ち入る際及び外へ出る際には、別表２をもとに許可を受けた市町へ連

絡を行うこと。ただし、立入許可の対象となる火山の噴火警戒レベルが２である場合

は、許可を受けた市町及び火山活動を監視する鹿児島地方気象台へ連絡を行うこと。

また、必要に応じて火山活動状況を同気象台へ確認すること。 

 

● 警戒区域では、各自準備した腕章等を着用すること。また、ヘルメットや火山ガス

警報器、ガスマスク等を携行するほか、状況に応じて自らの身の安全を図るための最

大限の対策を施すこと。 

 

● 警戒区域に滞在できる時間は、原則として許可を受けた市町の開庁時間内とし、立

入り及び作業は複数人で行うこと。滞在中、衛星携帯電話及び携帯電話を持参し、通

話可能圏域であるか否かを常に確認すること。 

 

● 新たな場所から噴気が発生するなど、噴気活動に異常が認められる場合は、速やか

に待避すること。また、許可を受けた市町及び火山活動を監視する鹿児島地方気象台

へ異常について報告すること。 

 

● 許可を受けた市町又は火山活動を監視する鹿児島地方気象台が退避の必要性を判断

し、その旨の連絡を受けた時には、速やかにその指示に従うこと。 

 

 



（別紙３） 
 

実施結果報告書 

 

                               令和  年  月  日 

             実施者（所属・氏名）                  
 

作業実施場所 
※本報告書に作業場所を示した地図を添付して提出すること 

 

作業実施日時 
 

作業目的・ 

作業内容 

 

作業結果・ 

作業成果 

 

移動経路 

及び移動手段 

※本報告書に移動経路図を添付して提出すること 

※移動経路の起点及び終点（作業予定場所）については、緯度経度（又はＵＴＭ座 

標）を明記すること 

作業者 

氏名 性別 年齢 所属 

携帯電話番号 

（代表者１名の携帯メー

ルアドレス） 

（責任者） 

 

    

     

     

     

     

その他・ 

特記事項 

 

 

 

 

 

 

 



（別表１） 

 

火山関連研究機関等一覧 

 

番号 機関等名 

１ 国立大学法人及びその附属研究機関 

２ 公立大学法人及びその附属研究機関 

３ 学校法人（私立大学）及びその附属研究機関 

４ 火山調査研究推進本部 

５ 地震調査研究推進本部 

６ 国土地理院 

７ 気象庁 

８ 海上保安庁 

９ 消防庁 

１０ 国立研究開発法人防災科学技術研究所 

１１ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 

１２ 国立研究開発法人産業技術総合研究所 

１３ 国立研究開発法人情報通信研究機構 

 

 

 

 

 

 



（別表２） 

 

申請書等の提出先及び立入りの際の連絡先 

 
霧島山において、警戒区域への立入りのために申請書等を提出する場合は、立入りを

希望する警戒区域に応じて、以下の一覧表のうち対象となる市町の提出先へ提出するこ

と。 

また、警戒区域へ立ち入る際及び外へ出る際には、許可を受けた市町へ連絡を行うこ

と。 

ただし、立入許可の対象となる火山の噴火警戒レベルが２である場合は、許可を受け

た市町及び火山活動を監視する鹿児島地方気象台へ連絡を行うこと。 

 

機関名 提出先 連絡先 

都城市 kikikanri@city.miyakonojo.miyazaki.jp 0986-23-2129 

小林市 k_kikikanri@city.kobayashi.lg.jp 0984-23-1175 

えびの市 kichi-bousai@city.ebino.lg.jp 0984-35-1119 

高原町 soumu@town.takaharu.lg.jp 0984-42-2112 

霧島市 anshin@city-kirishima.jp 0995-64-0997 

湧水町 bousai@town.yusui.lg.jp 0995-74-3111 

鹿児島地方気象台  099-250-9916 
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許可者
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鹿児島地方気象台

１ 立入りルールの確認

２
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出域連絡
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ベル２の場合
のみ）

X 退避連絡

火山防災協議会事務局
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退避連絡
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【立ち入り時のフロー】

警戒区域を設定する市町

２
入域及び
出域連絡X退避連絡

X’ X’



【災害対策基本法（抜粋）】 

 

（災害応急対策及びその実施責任） 

第五十条 災害応急対策は、次に掲げる事項について、災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合に災害の発生を防御し、又は応急的救助を行う等災害の拡大を防止するために行うものとする。 

一 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告又は指示に関する事項 

二 消防、水防その他の応急措置に関する事項 

三 被災者の救難、救助その他保護に関する事項 

四 災害を受けた児童及び生徒の応急の教育に関する事項 

五 施設及び設備の応急の復旧に関する事項 

六 廃棄物の処理及び清掃、防疫その他の生活環境の保全及び公衆衛生に関する事項 

七 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関する事項 

八 緊急輸送の確保に関する事項 

九 前各号に掲げるもののほか、災害の発生の防御又は拡大の防止のための措置に関する事項 

２ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機

関及び指定地方公共機関その他法令の規定により災害応急対策の実施の責任を有する者は、法令又

は防災計画の定めるところにより、災害応急対策に従事する者の安全の確保に十分に配慮して、災

害応急対策を実施しなければならない。 

 

（市町村長の警戒区域設定権等） 

第六十三条 災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、人の生命又は身体に対

する危険を防止するため特に必要があると認めるときは、市町村長は、警戒区域を設定し、災害応

急対策に従事する者以外の者に対して当該区域への立入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区

域からの退去を命ずることができる。 

２ 前項の場合において、市町村長若しくはその委任を受けて同項に規定する市町村長の職権を行な

う市町村の職員が現場にいないとき、又はこれらの者から要求があつたときは、警察官又は海上保

安官は、同項に規定する市町村長の職権を行なうことができる。この場合において、同項に規定す

る市町村長の職権を行なつたときは、警察官又は海上保安官は、直ちに、その旨を市町村長に通知

しなければならない。 

３ 第一項の規定は、市町村長その他同項に規定する市町村長の職権を行うことができる者がその場

にいない場合に限り、自衛隊法（昭和二十九年法律第百六十五号）第八十三条第二項の規定により

派遣を命ぜられた同法第八条に規定する部隊等の自衛官（以下「災害派遣を命ぜられた部隊等の自

衛官」という。）の職務の執行について準用する。この場合において、第一項に規定する措置をと

つたときは、当該災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、直ちに、その旨を市町村長に通知しな

ければならない。 

４ 第六十一条の二の規定は、第一項の規定により警戒区域を設定しようとする場合について準用す

る。 

参考① 



災害応急対策は、次に掲げる事項について、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に災害の発生を防御し、
又は応急的救助を行う等災害の拡大を防止するために行うものとする。

災害対策基本法第５０条第１項各号の規定に基づく立入の全体像
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【気象台】
調査
（警報）

【気象台】
機器修繕
（警報）

【気象台】
機器保守
（警報）

【気象台】
機器修繕
（警報）

【各機関】
機器修繕

【気象台】
機器修繕
（その他）

【気象台】
調査

（その他）

【気象台】
機器保守
（その他）

【各機関】
調査

【各機関】
機器保守

※ 気象台が警報発令のために行う調査等は全て第１号の対象となる（機器修繕については第５号も可能。）
※ 第５号は実施主体を限定していないため、その他の研究機関等であっても、機器修繕を目的とする立入は第５号の
対象となる（保守点検は対象外。）

今
回
の
要
領
の

対
象
範
囲

参考②



 

 

 

立ち入り基準の作成にあたり事務局が内閣府防災へ確認した事項一覧 

 

［回答者：内閣府防災 火山対策担当 山田参事官補佐（03-5797-7891）］ 

 

【令和 7 年 5 月２１日（水）】 

① 各自治体が行う警戒区域への立入許可は、災害対策基本法（以下、「法」という。）

第６３条第１項の規定に基づき行われているという理解で良いか。 

 → そのとおり。 

 

② 法第６３条第１項中の「災害応急対策」は、同第５０条第１項の「災害応急対策」

と同義であるか。 

 → そのとおり。 

 

③ 霧島山新燃岳において、法第５０条第１項第９号に基づく許可の対象となる行為を

火山防災協議会にて定め、統一的な基準を作成しようと考えているが、火山防災協議

会においてそういった基準を定めることは可能か。 

 → 可能だが、あくまでも法の範囲内で定めることが必要。例えば、「災害の発生の

防御又は拡大の防止のための措置」でないことが明らかである行為を、第９号許可

の対象として定めることはできない。 

 

④ 気象台が故障している観測機器の修繕に立ち入る場合、法第５０条第１項第５号許

可の対象となるか。 

 → 法律上は「施設及び設備」の所有者を限定していないため、第１項の柱書にある

とおり、「災害の発生を防御し、又は応急的救助を行う等災害の拡大を防止するた

めに行う」と市町村長が認めるものであれば、気象台に限らずどの実施主体が行う

ものであっても第５号許可の対象となる。 

 

【令和７年５月２３日（金）】 

⑤ 法第５０条第１項第５号許可について、設置している機器の「保守点検」は許可の

対象となるか。 

 → 保守点検は同号に規定する「応急の復旧」の対象となる行為とは言えないため、

第９号の対象として許可を行うことが適切である。 

 

⑥ 法第５０条第１項第１号から第８号までの行為について、警戒区域内での被災者の

救助活動など各号に該当する行為であることが明らかな場合、市町村長の許可を経ず

に警戒区域内へ立ち入ることは可能か。 

 → その行為が許可の対象となるかを判断するのは市町村長であるため、たとえ人命

救助であっても、立ち入りに当たっては市町村長の許可が必要となる。 

参考③ 



 

【令和７年９月２６日（金）】 

⑦ 気象台が行う観測機器の修繕については、第５号許可と第１号許可のどちらで対応

すべきか。 

 → 気象台は警報の発令主体であるため、気象台が警報発令のために行う立入は、機

器の修繕や調査も含めて全て第１号許可の対象となる。このうち、観測機器の修繕

については第５号許可としても差し支えない。 

 

【令和 7 年１０月１４日（水）】 

① 災害対策基本法（以下、「法」という。）第６３条第１項には、警戒区域への立ち入

りに関して各自治体が「許可」という手続を取ることが明文化されていないのでは。 

 → 第６３条第１項では、「災害応急対策に従事する者以外の者に対して当該区域へ

の立入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域からの退去を命ずる」ことしか

規定していない。 

このため、警戒区域への立ち入りを認める際には、自治体として災害応急対策に

該当すると判断すれば足りるものであり、許可行為は必須ではない。 

   しかしながら、その判断を行う上で許可行為が必要ということであれば、それは

各自治体の裁量として行っていただいて差し支えない。 

 



霧島山警戒区域立入要領案に関する関係市町・学識構成員・気象台への意見照会結果

回数 意見者 意見の内容 事務局の回答
 「鹿児島地方気象台が希望している観測機器の修繕については第５０条第１項第５号に該当する」とされているが、気象
庁は気象業務法で火山警報の発令を行っているので、第50条第１項第1号の「警報の発令及び伝達並びに避難の勧告又は指示
に関する事項」に該当するのではないか。

 御指摘をもとに改めて内閣府防災へ確認を行ったところ、「気象台は警報発令の主体であるため、気象台が警報発令のために行う調査等は全
て法第５０条第１項第１号許可の対象となる。ただし、機器の修繕については第５号許可とすることも可能。」との回答がありました。なお、
この回答を受けて、簡単ではありますが事務局において別添のとおり許可の全体像のスライドを作成しましたので、御確認ください。

 申請から計画実施までの期間が長すぎると「災害応急対策」の意味をなさない。今の案では、例えば地震観測に障害が発
生しても修復するまでに１か月以上要することになる。その間観測データの不備の状況が続くわけで、2014年御嶽山噴火の
ような状況が起きかねない（御嶽山山頂に地震計を設置する計画の許認可に数か月要し、噴火に間に合わず）。噴出物の調
査等でも降雨等で流された後の調査では具合が悪い。申請を許可するか否かの判断は、（１）災対法50条第1項第9号に該当
するか？（２）調査等の対象の範囲、期間・時間等が火山活動等の状況から考えて妥当か？によると考える。（１）は警戒
区域を設定する市町村、（２）は気象台の意向が尊重されるべき。問題がなければ、1週間程度で結論が出るのではないかと
考えるが、関係市町村、気象台の意見を踏まえて決めていただければ結構。

 警報発令主体である気象台が行う調査等であれば、この要領によらず許可を受けることが可能です。
 今回の手続では市町が必要に応じて気象台等に意見照会を行うスキームとしていますので、その時間も考慮して３０日としています。です
が、おっしゃるとおり各研究機関等が行う調査等で急を要するものが出てくる可能性はありますので、３０日前までに申請ができない理由があ
る場合は個別に市町と協議できることとしました。

 鹿児島県などの他の火山の警戒区域立入の規定等を照会し、大きな食い違いがないかどうかも確認いただきたい。  九州の中で火山災害警戒地域が設定され火山防災協議会を設置している熊本県、長崎県、大分県、鹿児島県に確認したところ、警戒区域への
立入許可は自治体が個別に対応しており、協議会として統一した基準は作成していないとのことでした。

 火山関連研究機関等一覧に、大学法人を個別大学ごとに協議会で追加の可否を議論するのは事務局の意見のように現実的
ではない。但し、警戒区域への立ち入りに関して、（大学法人以外も含め）所属長の了解・承認が前提である由、要領に明
記する（実施計画書に所属長の承認印？あるいは表書き添付？）。

 御指摘を踏まえ、実施計画書の下段に、所属長の承認を得ていることを確認するためのチェックボックスを設置しました。

 警戒区域への立ち入りに関するルールについて、赤字に相当する事柄を追加してはどうか。
● 天候及び最新の火山活動状況に留意すること。警戒区域への立ち入りに際しては、事前に気象庁ＨPにて最新の活動状況
を確認すること。天候により山頂が視認できないときは慎重な行動が必要。
● 新たな場所から噴気が発生するなど、噴気活動に異常が認められる場合は、速やかに待避すること。また、許可を受け
た市町及び同警戒区域を管轄する地方気象台へ異常について報告を行うこと。

 御指摘のとおり修正しました。

 「第６３条第１項の規定に基づき市町が霧島山に設定する警戒区域（気象庁が噴火警報等で示す警戒が必要な範囲を含
む。以下、「警戒区域」という。）」について、市町が設定する警戒区域と気象庁が示す警戒が必要な範囲は必ずしも同じ
ではないため、括弧内の記述は不要ではないか。

 御指摘のとおり記述を削除しました。

 新燃岳の噴火警戒レベル３（警戒が必要な範囲３ｋｍ）では警戒区域が２ｋｍとなっている。この場合、２～３ｋｍの範
囲の立ち入りが本手続きで可能となる場合があるのかが分かるよう明記した方が良いと考える。

 上段のとおり警戒が必要な範囲を削除しましたので、市町が設定する警戒区域のみが対象となり、疑義は生じないと考えております。

 ３０日前（週休日・休日を除く）の申請期限は、実際の運用上、難しいと考える。気象台が定期的に実施している硫黄山
の現地調査の例で考えると、天気予報等を考慮して計画を作成することから、５～７営業日前の申請を提案する。
また、申請した計画日が、雨天等で実施出来なくなった場合、改めて申請書を提出することになるのか、申請書の修正とす
るかを「第３」の「３」などで記載しておいた方が判りやすいと考える。

 気象台が警報発令のために行う調査等は全て法第５０条第１項第１号許可の対象となりますが、各研究機関等が行うものであっても、３０日
前までに申請ができない理由がある場合は個別に市町と協議できることとしました。また、各研究機関等が行う調査等で日程が変更となる可能
性を考慮し、日程変更については市町への連絡のみで足りることとしました。なお、日程以外の項目の変更については、市町と許可者の間で協
議してもらい、市町が必要と判断した場合は再度申請書を提出してもらうスキームとしています。

 以下の文言を修正してもらいたい。
・（警戒区域への立ち入り）第４ ２
「同警戒区域を管轄する地方気象台」を「火山活動を監視する鹿児島地方気象台」に修正。
・（別紙２）
「同警戒区域を管轄する地方気象台」を「火山活動を監視する鹿児島地方気象台」に修正。
・（別表２）
「同警戒区域を管轄する地方気象台」を「火山活動を監視する鹿児島地方気象台」に修正。また、表にある宮崎地方気象台
への連絡は不要なので削除。鹿児島地方気象台の連絡先を「099-250-9916」に修正。

 御指摘のとおり修正しました。

 許可申請時のフローに関して、霧島山火山防災協議会には、計画書等が提出された後の③で情報提供となっている。申請
されても必ず許可するわけではないが、⑥の許可したか否かの情報提供は必要ないか。

 御指摘を踏まえ、事務局の関わり方について再度整理を行い、事務局の業務としては、①今回の要領策定、②各市町が行った許可の集計及び
協議会への報告、の２つであると整理いたしました。
許可の主体は各市町であり、個別の許可への対応は申請を受けた市町が行うものであることから、事務局として対応すべき業務がないこと、ま
た、許可のたびに事務局へ情報提供を行う市町の手間も考慮し、協議会への情報提供を削除しています。

 ・立ち入り時のフローに関して、「③入域に関する共有」の内容の具体が分からないが、入域に関する共有は、気象台か
らではなく、警戒区域を設定する市町から実施する方が適切と考えるため、「③入域に関する共有」は、「警戒区域を設定
する市町」から「火山防災協議会」に共有するフローに修正を提案する。

 上段のとおり事務局の業務を整理しましたので、入域の際の事務局への情報共有は削除しています。なお、入域の際の連絡について気象台の
運用を確認したところ、『噴火警戒レベル１の場合は市町への連絡のみ、レベル２の場合は気象台へも連絡』ということでしたので、その運用
を別紙２に反映させています。

福岡・鹿児島・宮
崎地方気象台

京都大学
石原名誉教授

第１回

参考④



（別紙２）霧島山の警戒区域への立ち入りに関するルールでは、市町又は気象台が退避の必要性を判断することになってい
るが、立ち入り時のフローでは気象台から市町や許可者に退避連絡となっており、矛盾している。

 御指摘を踏まえ、市町が退避連絡を行うパターンをフローに追加しました。また、退避連絡については、その後の災害対応の可能性も考慮し
て、事務局へも共有いただくこととしました。

霧島市 要領内の「警戒区域」は「警戒区域等」でなくてよいか。要領内第1中、「以下、「警戒区域」という。」という説明書きが
あるため、このままでもよいが、一般的な警戒区域との意味合いに相違があることから検討いただきたい。

 御指摘を踏まえ、市町が設定する警戒区域のみが対象となるよう記述を削除しました。

立入者は、国・県等の依頼による防災機関であることから、事故発生については、第一義的には自己責任で、許可した市町
に求められる役割が負担となるべきではないと考える。また、実施計画書の「立ち入り時の事故等については申請者の責任
で処理し、許可を受けた市町に損害の補償を求めないこと」の部分を、立ち入りに関するルールにも表示してはどうか。

  御指摘を踏まえ、事務局（宮崎県）で県法制担当課に確認を行ったところ、「国家賠償法に規定されている損害賠償請求権を事前に放棄さ
せるような記載を行うのは、法の趣旨に照らして適切でない」との回答がありました。このため、この要領において各市町統一のものとしてこ
の文言を記載することはできないと判断し、実施計画書から削除いたしました。なお、国家賠償法において自治体が賠償責任を負う行為につい
ては、「公権力の行使（第１条）」及び「公の営造物の設置・管理の瑕疵（第２条）」が存在しますが、各市町において個別に実施計画書に請
求権を放棄させる文言を記載させるかどうか判断する場合、必要に応じて法制担当課や顧問弁護士等に相談した上で、検討してください。（※
許可の主体は事務局ではなく各市町であることから、許可の主体でもない事務局が法的に適切でないと分かっている文言を統一のものとして記
載することはできないと判断したため、削除を行ったものです。）

要領（事務局案）説明のポイントの＜ポイント４＞について、霧島市の意見の個別の大学ごとに一覧にすることは理想では
あるが、目的や申請内容により、許可の可否を判断していいかと思う。

 御指摘のとおり、一覧表の対象機関であっても、要領第２第１項各号に該当するものであるかを判断した上で許可を行うことが適切であると
考えております。

えびの市

（変更内容）
別紙２「霧島山の警戒区域への立入りに関するルール」
原則、許可する市町の開庁日の午前８時３０分から午後５時までとすること。
（理由）
「霧島山の警戒区域への立入りに関するルール」の２項目に、立ち入る際及び外へ出る場合、許可を受けた市町へ連絡を行
うこととなっているが、許可する市町の閉庁日については連絡がつかないため。

 御指摘を踏まえ、別紙２の立入時間を「原則として許可する市町の開庁時間内」に修正しました。なお、時間帯を明記していないのは、市町
によって開庁時間に差があるためです。
＜都城市＞午前8時45分から午後4時30分まで
＜小林市＞午前8時30分から午後5時15分まで
＜えびの市＞午前8時30分から午後5時15分まで
＜高原町＞午前8時30分から午後5時15分まで
＜霧島市＞午前8時15分から午後5時まで
＜湧水町＞午前8時30分から午後5時15分まで

福岡・鹿児島・宮
崎地方気象台

・（別表２）
鹿児島地方気象台の電話番号を099-250-9919 から099-250-9916 に修正
・（立ち入り時のフロー）
「気象台」⇒「鹿児島地方気象台」に修正

御指摘のとおり修正しました。

１．第１ 目的
「第６３条第１項の規定に基づき市町が霧島山に設定する警戒区域（気象庁が噴火警報等で示す警戒が必要な範囲を含む。
以下、「警戒区域」という。）」の括弧内の記述を外すことで、新燃岳の警戒区域と警戒範囲が異なる場合の手続き等が不
明確となることから、手続き等を明記すべきではないか。（福岡・鹿児島・宮崎地方気象台意見と同様。）
または、別途、関係者会議等で審議すべきではないか。

気象台が設定する「警戒が必要な範囲」については、範囲内への立入に関する法的な制限がないため、立入に関する手続を定めることはできな
いと認識しています。

２．実施計画書（別紙１）
「立入り時の事故等については申請者の責任で処理し、許可を受けた市町に損害の補償を求めないことを誓約します。」は
次の理由により残すべきと考える。（理由）
上記文言は、法的根拠がない文言であり、立ち入り中の事故による死亡等が発生し親族等から訴え等があった場合は許可者
の責任となるが、申請時の意思確認事項として必要と考える。

御指摘の件については、事務局（宮崎県）で県法制担当課に確認を行い、「国家賠償法に規定されている損害賠償請求権を事前に放棄させるよ
うな記載を行うのは、法の趣旨に照らして適切でない」との回答があったため、この文言を『ひな形』として要領に記載することはできないと
判断し、削除するものです。
なお、実際の運用の中で、各市町において法制担当課や顧問弁護士等に相談した上で、各市町の判断に基づき実施計画書に文言を記載すること
を制限するものではございませんので、御理解くださいますようお願いします。

えびの市

霧島市

第２回


